

































































































































































































































表 3 運営方式別の活動主体数 
 
 
表 4 プログラム数別の活動主体数 
 
順位 団体 支援回数 利用施設 運営方式 プログラム数 タイプ
1 A1 273 私有 特定団体 1 地縁
2 A2 207 公益 複数団体 6 居場所
3 A3 163 公益 複数団体 0 居場所
4 A4 142 公益 複数団体 1 テーマ
5 A5 139 公設 特定団体 1 テーマ
6 A6 126 公益 複数団体 3 居場所
7 A7 103 私有 複数団体 11 居場所
8 A8 100 私有 コアメンバー 2 テーマ
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表 6 運営方式とプログラム数の関係 
 
 




0 1 2 3 4 5 6 10 11 総計
私有施設 3 13 1 2 1 1 1 22
公益施設 13 71 1 6 2 1 94
公設施設 3 11 14
未定 3 3
総計 22 95 2 6 4 1 1 1 1 133
プログラム数
0 1 2 3 4 5 6 10 11 総計
複数団体方式 2 2 4 1 1 1 1 12
特定団体方式 16 36 2 2 56
コアメンバー方式 4 57 2 1 1 65
総計 22 95 2 6 4 1 1 1 1 133
プログラム数
テーマ型活動 地縁型活動 居場所型活動
複数団体方式 0 0 3 3
特定団体方式 2 1 0 3
コアメンバー方式 16 0 0 16
複数団体方式 0 0 9 9
特定団体方式 24 24 0 48
コアメンバー方式 35 2 0 37
複数団体方式 0 0 0 0
特定団体方式 2 2 0 4
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れている活動主体は3、特定団体方式は3、コアメンバー
方式は16で、最も多いのはコアメンバー方式である。
また、複数団体方式と特定団体方式はそれぞれ3ずつで
ある。特に、複数団体方式を取り入れ、居場所型活動
を展開する3つの活動主体は、コーディネーターがオー
ナーと団体間を調整して、活動の場の立ち上げの段階
から複数団体方式を取り入れることができるように働
きかけを行っている。また、特定団体方式も3つの活動
をしているが、コーディネーターは施設のオーナーと
特定の団体間のみの契約ではなく、より地域に開いた
活動として展開できるように、特定団体方式から複数
団体方式に移行する方向で働きかけている。
次に、公益施設を利用している活動主体は94で、特定
団体方式は48、コアメンバー方式は37、複数団体方式
を取り入れているのは9であった。特定団体方式とコア
メンバー方式は、両者ともに活動団体数は多いが、ど
ちらも公益施設を利用する場合、活動の内容と施設の
方針に沿っているか、公益性は高いか等によって、個
人やテーマを限定した使用が難しい場合もある。複数
団体方式を取り入れ、居場所型活動を展開する9つの活
動主体については、コーディネーターが公益施設を開
拓し、施設と複数の団体間で企画・協議を進めることで、
利用しやすくなるように働きかけている。
公設施設についてみると、コアメンバー方式は活動
主体数が10、特定団体方式は4であるが、複数団体方式
はなかった。公設施設は利用目的の限定や利用機会の
平等という原則から、オーナーとの調整がなくても利
用しやすいという点で、コアメンバー方式が最も多く
なっている。一方で、定期で会場を使用することが難
しいという点から、複数団体方式を取りづらいと言える。
4．事例
以上の分析をふまえて、ここからは、先に示した、テー
マ型活動、地縁型活動、居場所型活動を展開している
活動主体の典型的な事例をそれぞれ2つずつ紹介する。
なお、これらの事例は平成30年度末のものである。
1）テーマ型活動を展開する活動主体への
支援
【事例1】公設施設とコアメンバー方式の組み合わせで
運営する活動主体
この活動主体は、地域住民が週に1回活動している体
操の会であり、会の運営に熱心に協力してくれている
講師がおり、コーディネーターは講師経由でこの団体
につながった。行政が管理する地域住民用の貸会議室
である公設施設を利用し、運営方式は参加者のうち数
名が集まり運営しているコアメンバー方式である。プ
ログラム内容は体操であるが、そこから居場所・交流、
健康づくり、見守り、生活支援などの派生的な関連活
動も行われている。
この事例の運営方式は、コアメンバー方式であるた
め、すぐにこのメンバーでプログラムを増やすのは難
しいが、体操を通じて高齢者が集えるテーマ型の活動
の場として運営している。しかし、公設施設の利用規
則のため、安定的に週１回会場を確保することが難し
くなっている。さらに、会場費、講師謝礼の運営費用
の捻出、メンバー募集の方法に課題を抱えていた。そ
れらの課題にコーディネーターは助成金の申請や広報
の方法等を通して支援を行っている。
【事例2】私有施設とコアメンバー方式の組み合わせで
運営する活動主体
このグループは、近隣に住む親子や生活に課題のあ
る子ども対象とし、そのニーズに合わせて、子ども食堂、
親の会、親子交流会、手芸の会の4つのプログラムを実
施している。会場は、一軒家である私有施設で、もと
もとは親族が居住していた家屋を地域の活動に提供し
たい、という家の所有者から相談がコーディネーター
にあり、関わり始めた。運営方式は、活動に興味のあ
る個人が集まったコアメンバー方式を取り入れ、４人
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メンバーが合計で4つのプログラムを運営している。関
連活動としては、居場所・交流、みまもり、相談支援、
場所貸し、地域づくりの5つの活動が展開されている。
この家屋のオーナーは、スペースを地域に開きたい
と考えてはいるが、誰でも自由に出入りできるという
活動ではなく、自分と関係のある近隣住民に活用して
ほしいという思いがあった。また、コアメンバー方式
でもあるため、4つの活動のテーマは限定されており、
今後プログラム数が増え、多様な人が参加する活動の
場にはなりにくいという状況であった。コーディネー
ターは、オーナーがスペースを広く地域に開いていく
ということに不安がある場合、地域課題やニーズをオー
ナーや関わっている個人・団体と共有し、より多様な
人が参加できるような活動の場にできるように働きか
けたり、オーナーの関心に限られた活動の場にならな
いようにすることを意識して、オーナーの思いに沿っ
た関わりをしつつも、利用施設または運営方式のそれ
ぞれの良さを生かせる活動にできるように関わってい
る。これらの働きかけによって、事例2は、今までオー
ナーと直接的な関係がなかった個人が集まることがで
き、テーマを限定した活動が展開できた。
一般的にコアメンバー方式による活動の場の運営は、
コアメンバーだけで実施するのではなく、町会等の外
部団体バックアップがあることで広報や運営全体が安
定して継続した活動になるため、コーディネーターは
積極的に関係する外部団体との相談・共有も行っている。
これらの事例1、2は、運営方式は同じであるが、条
件である利用施設への関わりによって、プログラム全
体が変化していることが分かる。
2）地縁型活動を展開する活動主体への支援
【事例3】公益施設と特定団体方式の組み合わせで運営
する活動主体
この活動主体は、町会が独自の高齢者名簿を作成し、
月1回高齢者宅を訪問して見守り活動を行っている。公
益施設である町会会館を利用し、運営方式は、町会の
中からみまもり隊に所属するメンバーを選出し、この
みまもり活動の運営について協議・実行している特定
団体方式である。町会の中で、災害が起こってもお互
いに顔と名前がわかっていないと何もできないのでは
ないかという課題から、町会内のご近所同士で、顔見
知りに関係になるために、平時から見守り活動として
始まったもので、コーディネーターは、この活動立上
げ時から、運営体制や活動の展開についての協議の場
に関わっている。関連して、居場所・交流、生活支援、
見守りの活動も行っている。
【事例4】公益施設と特定団方式の組み合わせで運営す
る活動主体
この活動主体は、月2回子ども食堂を開催しており、
公益施設である町会会館を利用している。町会の関係
者が主となって運営しているため、運営方式は町会に
所属するメンバーが主となる特定団体方式であるが、
単一町会だけでの運営ではなく、隣の町会にも協議内
容を共有したり、運営の協力を依頼しているという特
徴がある。この2つの町会があるエリアは、近年新しい
マンションが建ち、子育て世代が増えており、子育て
や子どもの居場所に関する似たような課題を抱えてい
た。そこで2町会が連携して、その町会周辺をターゲッ
トにした子ども食堂が始まった。2町会の連携があるこ
とで、このメンバーで町会会館を拠点として、地域を
巻き込んだ町清掃や防災マップ作り、茶話会などの新
しいプログラム活動が展開し始めている。子ども食堂
の運営自体は落ち着いているため、特にコーディネー
ターは2町会の連携と他のプログラム活動への展開がス
ムーズにいくように支援をしている。また、この活動
主体は居場所・交流、見守り、教育・学習、地域づく
りの4つの関連活動を行っている。
この事例3、4のように、町会自身が所有する町会会
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館を使用し、地縁団体の意見を取り入れるというよう
な活動で、地域に密着した公益施設の利用はとてもス
ムーズである。また、町会内の住民に対象を限定して
いるため、特定団体方式を取り入れるのは有効である
と考えられる。しかし、複数の団体で運営を検討する
形にはなりづらいため、特に事例3は町会以外への広が
りが少ないことが課題である。そのような場合、コー
ディネーターは、運営に関する相談の場面で積極的に
他の団体や地域の活動の情報提供をして、特定のメン
バーでも活動の視野に偏りが生まれないように支援し
ており、事例4は2町会が連携することで活動が展開し
てきている。運営方式への関わりによって、プログラ
ムと関連する活動が変化するといえる。
3）居場所型活動を展開している活動主体
への支援
【事例5】公益施設と複数団体方式の組み合わせで運営
する活動主体
この活動主体は、週3 ～ 4日オープンし、「茶話会」や「体
操の会」「脳トレ麻雀」「子育てサロン」など、6つのプ
ログラムを実施している。2年前にオーナーからコー
ディネーターに所有している空きスペースを地域の住
民が集える活動の場づくりに利用してもらいたいとの
相談を受け、検討をすすめた。利用施設は公益施設で、
医療系団体が過去にデイサービス用の部屋として使用
していた空きスペースを利用し、運営方式については、
オーナーである医療系団体だけで運営するのではなく、
活動したいと考えているボランティアや近隣町会など、
複数の団体関係者や個人の約20名が参加する複数団体
方式で運営しており、これにはテーマ型活動を展開す
る活動主体、地縁型活動を展開する活動主体も含まれ
る。　
現在の運営体制は、約20名が集まる企画の場と協議・
実行の場の2段階になっていて、運営体制の整備や調
整をコーディネーターが行っている。活動中には、参
加者の特技や強みを活かして、運営の受け手にも担い
手にもなれる活動が展開され、派生的に居場所・交流、
健康づくり、見守り、相談支援、教育・学習、地域づ
くりの6つの関連活動を行っている。
【事例6】私有施設と複数団体方式の組み合わせで運営
する活動主体
この活動主体は、平日の日中にオープンし、誰でも
がふらっと立ち寄れる「茶話会」や、参加者の意向か
ら始まった「手芸の会」「昔遊びの会」「食事会」「落語会」
など11のプログラムを実施しており、年間の参加者数
は、延べ5000人を超えている。６年前にオーナーと近
隣町会からコーディネーターへ、地域の誰もが利用で
きる場をつくりたいとの相談をうけ、検討をすすめた。
過去にオーナーの親戚が居住していたが約5年間空き家
となっていた一軒家の私有施設を利用し、運営方式は、
オーナーだけではなく近隣の複数の町会や民生委員児
童委員、個人・団体のボランティアなど、約25名が参
加する複数団体方式であり、ここにはテーマ型活動を
展開する活動主体、地縁型活動を展開する活動主体も
含まれる。運営の体制としては、約25名で運営全体の
課題点や各プログラムの活動を共有する企画会議の場
と、プログラム活動ごとの実行会議の場に加え、スペー
ス全体の活用に関することや実行会議で出た課題等を
活動主体のメンバーとコーディネーターがともに協議
する場の３段階の体制で運営されている。活動中には、
近隣に住む参加者が瓶のふたを開けることができなく
なり、助けを求めてこの活動の場にやってくることや、
特殊詐欺被害の相談がこの場に入ってきて、参加者同
士で相談するなど、常設であることによる相談のしや
すさと多様な住民の参加によるネットワークの活用に
よって、地域内のちょっとした困りごとを居場所で解
決・発見することができている。このように、実際にテー
マとしているプログラム以外に、居場所・交流、健康
づくり、生活支援、見守り、住まい、場所貸し、教育
学習、就労支援、地域づくりの9つの関連活動を行って
いる。
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以上の事例5、6では、活動主体である団体が利用し
ている私有施設と公益施設のオーナーが、地域の誰も
が利用できる活動の場にしたいと考えており、運営方
式も複数の関係者が関わる複数団体方式である。コー
ディネーターは、オーナーが地域に開いていきたいと
いう思いを重視しながら、地域のニーズに合わせ、支
援を行っている。また、これまでの事例との大きな違
いは運営方式の体制で、企画、協議、実行の3段階の場
を設けて運営している。これらの3段階の場は、3つす
べてに参加するオーナーやコアスタッフもいれば、企
画または協議、実行のみの参加者もいる。これらの居
場所型活動のように、条件の組み合わせでプログラム
と参加者の広がりが想定できる場合は、検討段階から
運営方式に複数団体方式をとり入れることができるよ
う、コーディネーターが支援しており、活動をしてく
中で、このような組織体制を整えることで、さらに安
定的に運営でき、プログラムも増えて多様な人が参加
できる活動になっていく。
5．結論
この研究では、コーディネーターが支援しているテー
マ型活動、地縁型活動、居場所型活動を展開している
団体の活動主体の主要な活動要因を、利用施設、運営
方式、プログラムの3つの観点から分析し、それによっ
てそれぞれの活動主体の活動要因に対するコーディ
ネーターの支援の仕方について考えてきた。
事例1、2のような、テーマ型活動をしている活動主
体についてみると、利用施設については、私有施設、
公益施設、公設施設のどの施設も利用しているが、私
有施設と公益施設は、施設のオーナーや施設を利用し
ている他の団体などの方針に沿っていないと利用が難
しい場合がある。一方、公設施設は、利用の平等性が
担保されているため、利用しやすくなるが、運営方式
については、コアメンバー方式が多い。また多様な複
数の団体の関係者が集まって運営することが難しいた
め、コーディネーターは所有者やメンバーの意向に合
わせながら、地域課題にそったテーマ設定をできるよ
うに支援をしている。プログラムについては、運営上
の様々な課題（会場費・講師謝礼の捻出、メンバー募
集等）に加え、活動主体のテーマに合わせて、専門性
のある他の団体や講師のマッチングをするなど、プロ
グラムに対する支援が主になってくる。
地縁型活動をしている活動主体についてみると、利
用施設については、私有施設、公益施設、公設施設の
どれも利用しているが、地縁型活動の場合は、事例
3、4のように、自身の団体が所有する施設である公益
施設を利用することが有効である。運営方式について
は、特定団体方式を取り入れている。こちらも、テー
マ型活動と同様に、大規模な活動の場にはなりづらい
が、もともと特定の地域に根差していたり、テーマを
持った活動主体であることが多いため、コーディネー
ターはプログラムに対しても、他の地域や団体の情報
提供を行いながら運営の支援をしていくことで、特定
の団体の活動でも、広がりが生まれるように支援をし
ている。
事例5、6のように、居場所型活動をしている活動主
体は、テーマ型活動と地縁型活動の両方の要素を含ん
だ活動をしているが、利用施設については、私有施
設、または、公益施設の利用が有効である。運営方式
は、複数団体方式を取り入れ、複数団体方式は複数の
団体で協議するためお互いの活動に広がりが生まれや
すく、参加者も多様で継続性のある、大規模なものに
なりまた、プログラムの数も多くなる。居場所型活動
は、複数団体方式を取り入れるため、コーディネーター
には、関わっている複数の団体間の調整と方向性の運
び方に大きな役割があり、そのためのスキルが必要に
なる。テーマ型活動と地縁型活動をしている活動主体
への支援との大きな違いは、団体間の調整が必要にな
ることと、協議の場で団体活動の方向性から住民と一
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緒に考えていくところである。
このように、地域の活動主体は、そのタイプをテー
マ型活動、地縁型活動、居場所型活動に分けられるが、
団体の活動条件によってプログラムが変わり、それら
の条件が団体の活動タイプに関係していることが分
かった。特に、活動主体の活動を形成する基盤となる
条件によって、コーディネーターの役割が異なること、
また、支援の方法も異なってくると言える。
このように、文社協のコーディネーターは地域支援
をしていく場合、テーマ型活動、地縁型活動へのプロ
グラム支援に加えて、居場所型活動の場づくり、いわ
ゆる居場所形成支援も行っている。その場合、利用施
設とともに運営方式のあり方が重要であり、特に、初
期の段階から複数団体方式の調整をコーディネーター
がおこなうことが、有効な支援方法であると言える。
これによって、より多様な住民が参加できる地域づく
りが可能になるといえる。
後注
1　 個人支援と地域支援については、近藤他（2019）、浦田
（2018）、小林（2018）などの論文を参照のこと。
2　 同様な指摘は、加山・杢代（2009：56）にもみられる。
3　 多機能の概念については、森川美絵・大夛賀政昭、大口
達也（2016）を参照のこと。
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